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　0.はじめに
　公的金融仲介機構において，郵便貯金・簡易保険・郵便年金・厚生年
金・国民年金などの資金はおおむね一括統合運用されていたが，昭和62年
度からいわゆる自主運用が開始された。これは公的金融仲介の新たな展開
であり，郵便貯金の性格の変更といってもよい問題を含んでおり，外債な
どの外貨建資産への運用問題を念頭におくと，金融のグローバリゼーショ
ンの中で新たな課題を提示するであろう。そこで本論は，郵便貯金（郵便
貯金特別会計）の自主運用問題を考察する上での，予備的考察として郵便貯
金の公的金融仲介機構における機能を再検討する。
　昭和61年12月30日，資金運用審議会において郵貯資金の自主運用が認め
られた。あわせて，厚生年金・国民年金の自主運用も認められ，財政投融
資の仕組に新たな方向が出来上がった。その内容は，
　①　郵政省は，資金運用部資金に預託されたものから，郵便貯金特別会
　　計に２兆円を繰入れ，これを郵便貯金金融自由化対策資金として，半
　　分の１兆円を国債に，その他の資金を金融債，公益事業の社債，元本
　　補填のある金銭信託，外国の政府および政府機関等の発行する公共債，
　　ＣＤ等の銀行預金等に自主的に運用する，
　②　厚生年金・国民年金の積立金から資金運用部に預託された資金のう
　　ち１兆円を，年金福祉事業団に貸し付ける。年金福祉事業団はこれを
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　　年金事業強化資金として自主的に運用する（すでに61年度から「資金確
　　保事業」が開始されている），
である。　この他に，簡保・年金資金の運用対象が拡大された（従来，公益
事業に限定されていた社債の範囲を一定の条件をもった全業種の企業の発行する社
債とする。外国債については，公共債に限定されていたが，これを社債・政府保証
債にまで拡大する。さらに，簡保・年金資金のうち3500億円を，簡易保険郵便年金
福祉事業団に対して貸し付け，簡保・年金福祉事業団は元本補填のない金銭信託で，
配当率等の規制のないもの等に運用する。）
　すなわち，財投機関の対象機関として，従来の特別会計，政府機関，政
府金融機関の他に，郵便貯金特別会計（郵便貯金金融自由化対策資金），年金
福祉事業団（年金財源強化事業），簡保・年金福祉事業団（元本補填のない金
銭信託で，配当率等の規制のないもの）が新たに，自主運用のみの資金運用対
象機関の資格で参入したのである。
　1.公的金融仲介の特色
　日本の公的金融仲介は，民間金融組織ないし民間金融システムとは異な
った形態をとる。それは，民間金融組織においては金融機関が個々に資金
を調達し，かつ運用しているのに対し，公的金融仲介では資金を調達する
機関とその資金を運用する機関が別個に存在していることである。この別
々に存在している機関の総体として，公的金融組織が構成され，公的金融
仲介が行われているのである。
　公的金融仲介で資金を集める窓口となっているのが，郵便貯金・郵便振
替，郵便年金・簡易保険，そして厚生年金・国民年金である。これらの資
金は郵便年金・簡易保険を除くと，日々の払い出し等に必要なもの以外は
すべて資金運用部への強制的な預託が義務ずけられている。
　資金運用部はこの預託金の一部で国債の引受けを行う一方，財政投融資
計画に基づく政府金融機関への出資・融資，国（特別会計）や地方公共団
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体・公社公団への直接貸出を行っている。
　公的金融は郵便局を人口とし，資金運用部を審査部門，政府金融機関を
出口とする一つの国営銀行ともいわれ，財政投融資機構と同義に解せられ
ることもあるが，より広範な仲介活動を包摂している。郵便貯金資金は一
部を除けば自主運用されないが，郵便年金・簡易保険についてはその当該
年度に集まった掛金は年度末まで資金運用部への預託義務があるものの，
その後は自主運用が原則とされる。とはいえ，全体の72％は財投協力，28
％が民間生命保険会社との競合から，利回りの高い運用に回されている。
また政府金融機関は資金運用部資金以外に，政府保証債による資金調達も
行い，民間金融機関からも資金調達を行っているのである。
　2.公的金融のレーゾンデートル
　市場原理を中心とする経済活動の中で，公的経済活動が必要とされる根
拠を明らかにしておかなければ，公的金融のレーゾンデートルも明確にな
らない。
　（1）公企業の論理
　郵便貯金事業はいわゆる政府現業であり，公企業である。政府現業とは，
政府部局に属しながら，事業収入が確保できるため独立採算性を経営原則
としており，そのためその管理運営において一定の自主性を有する事業の
ことである。
　公企業の機能は，公共原理に基づく経済活動の論拠，つまり市場の失敗
ないし不完全性の補整・補完である。具体的には，自然独占，外部効果の
促進あるいは抑制，公共財あるいは価値財の存在，リスクや情報の不完全
性の克服，不確実性，公平性の確保，経済の安定化といった市場の失敗な
いし不完全の補整・補完である。より具体的には，①規模の経済性や資源
の希少性による自然独占の発生する事業に対し効率的運営と独占力の抑制。
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②道路・港湾などの正の外部性をもつ財（外部経済財）の供給や公害など
の負の外部経済（外部不経済）の防止，③公共財の中で価格形成可能な準
公共財（多くは社会的公共サービス）の供給や新技術開発や新産業創設に伴
うリスクの負担，④価値財，すなわち社会的秩序や安寧を目的に供給の制
限ないし増大の図られる財（公共住宅・義務教育の提供や，ギャンブルの規制）
の供給の制限・増大，などであるが，私企業では負担しえないリスクの負
担がその最大の要因である。
　公企業が大きな比重を占めるのは，運輸・通信・公益事業，社会資本，
金融・保険，社会的サービスなどの領域である。郵便貯金事業もこの金融
・保険に含まれるが，通常各国とも金融保険分野の公企業は，中央銀行，
造幣事業，特定目的金融保険に限定されることが多い。金融保険分野のう
ち，保険・年金サービスについては，市場の失敗ないし不完全性（社会的
公共サービスや価値財など）で説明される。　しかし，金融分野での公企業の
存在の経済的理由はそれほど明らかでないこともある。貨幣・決済制度・
信用秩序の維持は公共財そのものであるとの説明もあるが，これだけでは
郵便貯金事業や政府金融機関の存在理由には乏しい。おそらくは，政策的
に市場の不完全性・失敗を補完し，リスクを負担することが重視されたの
であろう。
　Shepherd, W. G. (1976）が，金融分野における公企業のレーゾンデー
トルとして，①金融市場は非金融市場の市場構追や市場成果に強力な影響
力をもつこと，②公的金融機関は公的資本の使用に関して節約効果をもち，
社会的厚生に有効性をもつこと，から公的金融機関が民間金融機関のもつ
独占力に対して対抗力をもつ役割を重視していることは，一つの理解であ
ろう。
　この点は，巨大企業の活動に対する「拮抗力」(countervailing power)と
しての役割と同じであり, Galbraith, J.K.が主張した考えである。企業
は市場の諸力に従うものと考えられてきたが，巨大企業は現実には消費者
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や市場を支配している。そこで，政府が企業活動にチェックを与え，とき
には政府自らがそれらに代ってさまざまな事業を行うことが必要になるの
である。
　金融市場も完全な状態になることが望ましい。不完全性を除く，つまり
完全性に近づける要因は，競争である。しかし，往々にして金融市場は，
不完全になる。それは，
　①　金融仲介機関は，変換機能をもつが，不完全性（リスクの存在）のゆ
　　えに，それは特殊かつ専門的なものなので，金融仲介業は少数になり
　　がちであり，製品差別化にも限度があって，協調行為が起こり易い，
　②　金融仲介業の専門家として能力発揮のためには，ある程度の規模が
　　必要で，いわゆるＸ非効率な大規模組織となる可能性が強い，
　③　金融取引機会の不均等さ（参入の自由が，取引費用の観点などから必ず
　　しも，保証されないし），金融仲介機関の経営支配力が不当に行使され
　　ることもありうる，
といったことにみられるように，金融仲介業は本来的にディメリットを有
するといえるのである1）。
　ここに，公的金融仲介の存する理由もある。つまり，
　①　金融仲介業による競争の促進，
　②　金融仲介業におけるＸ非効率の低減，
　③　金融取引機会の公正さの増大，
　④　金融仲介業の経営支配力の拡散化，
を実現することが，公的金融仲介の役割であろう（全部である必要はないが）。
　（2）公的金融のレーゾンデートル
　公的金融のレーゾンデートルは，市場の失敗・不完全性を補整・補完す
るものであるとしても，他の政策手段に比べての公的金融の意義を明らか
にする必要がある。一般に，公的金融は無償資金である補助金と違い，有
償・返還義務つきの融資であるため，借手のモラル・パザードを防止する
効果をもつ。たとえば，ある事業に無償の補助金が交付されると事業主が
安易な経営に陥りやすいけれども，返済義務を負うときには安易な経営を
せず，積極的に事業にコミットするという効果を期待できる。
　しかし，公的金融といっても一直接融資ばかりが政策手段ではない。民
間金融機関からの借入に対する利子補給や政府の信用保証，民間金融への
リファイナンスや再保険などもある。日本では公的金融といえば直接融資
がほとんどだが，アメリカでは政府金融機関による直接融資はあまり行わ
れていない。いずれの政策手段がよいかは，一概に言えず，実効金利，担
保条件，リスク負担，情報，長期取引関係などが考慮されることが必要で
ある。
　公的金融仲介をエイジェンシー理論(agency theory)で捉えることもで
きる（林（1987））。能力的ないし時間的理由から，ある主体が他の主体に
何らかの意思決定問題を委託し，自らの代理として行動することを契約し
ている時，それらの主体の間にはエイジェンシー関係が存在するという。
この「ある主体」を依頼人(principal)といい，「他の主体」を代理人
　(agent)という。たとえば，企業と労働者，地主と小作人，患者と医者，
預金者と金融機関，保険会社と被保険者などの関係をいう。エイジェンシ
ー理諭では，「依頼入(principal)一代理人(agent)問題」が発生すること
がある。
　この「依頼人一代理人問題」とは，①principalぱ自己の利害に従って
行動し, principalとagentの利害は共通でないとすれば, principalは自
分にとって適切な行動をとるようにagentを仕向ける工夫を講じなけれ
ばならなかったり(agentの行動をモニタリングするなど), agentに適切な
行動をとるように動機づげを与えるようなインセンティブ・メカニズムの
導入が必要となる，②環境的不確実性があるときは，リスクをprincipal
　　　　　　　　　　　　　　－277（16）－
－276（17）－
とagentの間でいかに分担するのかが問題となり, agentに一定の成果を
保証させる制度は, agentに過大なリスタ負担を強いることになる（保険
でいうモラル・パザードなど），という問題などである2）。
　金融市場におけるprincipalは預金者であり，場合によってはその付託
を受けた政府である。政府は，さまざまな市場の失敗を補正するために金
融市場に介入する。民間金融機関はagentとして, principalである政府
の税制や規制を与件として，利潤極大行動をとる。
　公的金融仲介の出口の政府金融機関は，入口の預金者である国民の付託
を受けた郵政省をprincipalとし，公的に所有され，公共原理に従うこと
を要請されている。　また，経営の自律性，独立採算制，効率性を要求さ
れ，一般政府部門から独立している現業である。つまり，政府金融機関は
agentとして, principalたる国民，政策主体（郵政省，資金運用部，正確に
は大蔵省）から独立している。
　金融市場，より正確には貸出市場には２種類のagentが存在している。
一つは，金融行政を通じて政府から規制を受けつつ，利潤極大行動をとる
民間金融機関であり，今一つは公共原理にしたがいつつ，公企業として行
動する政府金融機関である。公的金融仲介と民間金融仲介の相違は，いか
に強く政策意図を実現させる必要があるか，どこまで公共原理を貫徹させ
る必要があるかに応じた　エイジェンシー関係の相違にある。その点で，
政府金融機関の存在は，民間金融機関の行動を間接的に市場誘導し，ある
いは規制によってその意思決定に直接介入しても政策目標が実現されない
ときに，認められるものかもしれない。
　3.郵便貯金の機能
　（1）郵便貯金のレーゾンデートル
　郵便貯金は，預金者たる国民をprincipalとし，そのagentとして行動
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している点で，民間金融機関と同じである。したがって，民間金融機関が
モラル・ハザードを起こしたり，預金者が「逆選択(adverse selection)」
を行うときに一定の役割を果す。市場の不完全性の補完である。モラル・
パザードや逆選択は，情報の不完全性の故に起こるものであるからにほか
ならない。また，２．で論じたように，郵便貯金が民間金融機関に対して，
一定の対抗力ないし拮抗力として機能していることも無視できない。
　金融システムの中で，公的金融仲介とりわけ郵便貯金が果す役割を一定
の基準で吟味しておくことも重要である。通常の効率性基準を念頭に置く
と, portfolio,allocational,operational,dynamicの効率性がある8）。詳し
くみると，①資金余剰主体がいかに満足度の高いポートフォリオを組める
か，つまり資産保有者のニーズに合った金融資産が提供されているか，②
資金不足主体の間で，その必要度に応じて資金配分がなされているか，③
余剰主体から不足主体への資金フローにおいて発生する費用を最小に抑え
ているか，④動態的にシステムの適応ができるか，つまり各主体のニーズ
の変化にすばやく対応できるか，という基準である。
　これらの基準のうち，①の基準と照してみると，余剰主体の選好により
よく合った金融資産の供給については，郵便貯金の定額貯金がある程度収
益性と高い流動性をもった商品として機能している。全国津々浦々までカ
バーした店舗網でどこでも引出せ，便利である。しかし，民間で提供でき
ない商品として批判も多い（たとえば高金利時に預け替えが生じ，以後高金利
が確定し，赤字体質をもつ商品である）が，昭和55～56年の郵便貯金の急激な
伸びが，高利回りの証券会社の中期国債ファンドの登場と並んで，民間で
の期日指定定期やビッグ，ワイドなどの高利回り商品を生んだことも無視
できない。郵便年金（56年に再登場）も？民間生命保険会社に個人年金分野
への取組みを積極的にさせた。いわゆる金利避好に対し，公的と民間の競
合が預貯金金利の自由化を促進し，余剰主体の厚生を高める一方，金融機
関の経営効率を高め，金融システムの改善に寄与している。まさに郵便貯
金の役割である。
　②の基準は郵便貯金を考える際，一応排除できる。郵便貯金自体が自主
運用を今まで行ってこなかったからである。しかし，今後自主運用が行わ
れるようになると，この基準が生きてくる。資金不足主体間で効率的な資
金配分が行われているかは，公的金融の分野では政府金融機関の問題であ
ろう。いわゆる未消化の問題，多額の不用額を計上している問題であり，
これが社会的にみて資金配分の非効率をもたらしているのである。個々Ｏ
政府金融機関の存在価値そのものの検討も必要なのである。
　そもそも市場機構が完全であれば，金利による競争メカェズムが効率的
な資金配分をもたらす。しかし，不確実性の存在，情報の非対称性の存在，
資金の公共的利用などから，資金配分は非効率になることが知られている
し，政策上保護すべき分野（価値財など）が存在する。このような市場の失
敗の是正や政策金融が，公的金融の役割であることは既に述べた。公的金
融の資金配分機能とは，これらの実現であり，ニューメディア，エネルギ
ー開発，プロジェクト・リスクの大きい分野，大型プロジェクトを推進し
ている第三セクターなどへの融資や，中小企業・個人の分野への政策的融
資が対象となる。公的金融は，市場金利よりも低い金利で優遇的に貸出を
行うことにより，あるいは長期的に安定した資金供給を行うことにより，
その機能が達成される。郵便貯金の自主運用もこの点を無視することはで
きない。
　整理していえば，政府による直接的金融仲介が必要となるのは，公共財
・価値財の供給，社会的インフラストラクチャーの建設，リスクの分散，
不確実度と情報の不完全性への対処，社会政策や産業政策的判断にもとづ
く特定部門への優遇措置，経済変動の安定化などの，社会的ニーズに対し
て，間接的誘導では非効率だったり，実現困難な場合である。
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　（2）金融自由化・金融グローバル化との関連
　金融自由化は凄じいいきおいで進行しているが，公的金融にもインパク
1ヽを与えている。とくに，金利自由化はいろいろな局面でインパクトをも
たらす。かつてのように，資金の超過需要を人為的低金利政策による量的
コントロールによって，そのフローを誘導するという政策は，その目的と
有効性を失っている。「対概念」で表現するならば，静態的対応から動態
的対応へ，規制よりも自由化へ，計画型から市場型へ，とウエイトがシフ
トしている。ディレギュレイション（規制緩和）の方向である。
　金融自由化は民間金融機関の自由度を高めるものである。しかし，コス
トの上昇という不確実性も増す。他方，収益機会も増大するだけ，デフォ
ルト・リスクも高まる。 principalたる政府はこれらを補填するために，
agentたる民間金融機関により広い範囲の活動を保証することが必要にな
る。公的金融についても？資金調達・運用の多様化，公的金利の弾力化・
自由化，業務の民間委託，政府出資比率の変更，経営形態の変更などが必
要となる。
　したがって，資金運用部の預託金利，融通金利，政府金融機関の基準金
利の決定の弾力化がまず必要で，市場実勢にパラレルに連動する仕組が最
小限必要である。人為的低金利政策の下では民間金利は「四畳半金利」と
いわれ，一定の体系に収まっていた。この下で，公的金利体系も金融シス
テムの中で整合的を保ちつつ，政策的意図を実現していた。公的金利も自
由化されれば，金利の低位抑制ではなく，他の政策手段が政策的優遇推服
として不可欠になる（利子補給や貸出条件の緩和など）。
　郵便貯金と政府金融機関について，政策コストを明らかにすること（デ
ィスクロージャー）も必要である。一般会計からの補助金のほかに，各種租
税の減免，政府出資金への配当免除，極度に低い準備金，資金運用部のゼ
ロ利鞘などのインプリシットな補助金もあるし，郵便貯金には会計基準に
よる問題もあるといわれる（表１）。これらのシャドープライスを明らかに
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（表１）郵便貯金のインプリシットな補助金
すれば，政策効果の費用便益が合理的になる。
　（3）公的金融の課題
　郵便貯金の課題を考える上で，公的金融の課題が不可分である。まず，
３点挙げておこう。
　①　必要資金のミスマッチング
　　公的金融において，政策上必要な資金量と，公的金融の入口から預託
　される資金量とを一致させるメカニズムがなく，必要資金のミスマッチ
　が生じる。入口で集められた資金量は，制度上政策遂行に必要な資金量
　に拘らず，政策目的資金化されていまい，預託額と必要額との間にギャ
　ップが発生してしまう。
　　公的金融が受け入れた資金は，全額政策金融に用いなければならず，
　政策的用途とそれ以外の用途への適正な配分を行うメカニズムが存在し
　ないため，後に述べるように，自らの判断で郵貯・簡保を資産選択した
　者も，強制的年金保険を支払った者も（厚生年金，国民年金），ひとしく
　政策金融のコストを負担することになる。
　②　政府金融機関同士のミスマッチング
　　政府金融機関同士の相互の資金交流がないため，ミスマッチングが起
　こる。ある機関で資金が不足し，他の機関で資金が余ったとしても，相
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　互調整のルートがなく，資金不足の機関は政府保証債を発行せねばなら
　ず，公的金融全体として資金余剰であっても，政府保証債が発行される
　のである。
　　公的金融を構成する各機関の意思決定は各行政単位に密着しており，
　全体としての整合性を欠き，このような非効率をもたらすわけである。
　またそれぞれの機関にとって，資金運用部からの借入と政府保証債Ｏ
　発行以外の資金調達方法はないので，もしより低利の資金調達が可能で
　あってもその利用ができないのである。つまり，不必要に政策金利を相
　対的に高めてしまうのである。これは，資金運用部と政府金融機関の直
　結システムの矛盾である。
　③　政策金融のコスト負担
　　最近を除いて，従来資金運用部の預託金利は市場金利以下で，その差
　額は郵便貯金，厚生年金・国民年金加入者の負担になっていた。つまり，
　政策金融の便益は国民全体が享受するといえるのに対し，負担は特定の
　分野に偏っているのである。政策金融のコスト負担は財政政策として行
　われる以上，一般会計からの補給がなされるべきであろう。但し，先に
　述べたインプリシットな補給金なども考慮すべきである。また政策金融
　のコストはネットでみれば，政策効果によって生じた所得からの税金を
　控除すべきであろう。
　（4）制度改革の方向
　公的金融の課題を解決するには，制度改革も必要であろう。郵貯の民営
化を除いて，そのいくつかを列挙してみよう。
　①　財投機関相互で資金のやりとりのできる市場を創設する（ステージ
　　ー1）。
　　　この市場は，財投機関の資金調達をそれぞれの機関の発行する財投
　　機関債に集約し，その市場（財投機関債市場）とすることも可能である
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　　　(ステージー２)。
　　　この市場には民間金融も参加可能とする。
　②　郵便貯金・公的年金の自主運用を認める。
　　　財投機関がステージ２の資金調達を行うときは，郵便貯金は資金調
　　達と運用を同時にかつ同額行う貯蓄銀行となる。
　③　財投機関にはこの市場以外の資金調達手段を認める。
　　　政府金融機関はより金融機関としての独立性を有することになる。
　④　政策金融のコストは一般会計補給金のほか，郵便貯金の法人税免除
　　分，預金保険相当額，などでまかなう。
　⑤　現在の財投資金の調達機関と運用機関とが？公開された債券市場
　　　(財投機関債市場)の両側に住設し，分断されるならば，郵貯・簡保・
　　年金の金融機関としてのレーゾンデートルが問題となるかもしれない。
　(5)郵便貯金の長期的行方
　前節の①～⑤の間にさまざまな選択が可能であるが，長期的にもし郵便
貯金が国の資金吸収専門機関としての役割を離れるときには，つまり財投
原資を供給しないならば，自由度は大きくなる。しかし，選択として，(ａ)
政府部門の貯蓄銀行に徹して，資金運用対象を公共債と民間金融機関の特
定目的債程度のものとし，民間金融機関のリファイナンスなどの機能に留
めるか，(b)政府部門を離れて，民間貯蓄銀行・民間保険会社・民間年金運
用機関として独立し，完全民営化するか，が両極になるかもしれない。
　しかし，政策的に必要な分野とそれ以外の分野を区別することで対応す
ることも考えられるので，現実的には，民間とイコールフッティングする
部分とそうでない部分を検討すべきであろう。いずれにせよ，財政投融資
の仕組の再構築や公的金融システムのあり方とも絡むのでメニューは多様
であろう。公的金融仲介の中心として郵便貯金が位置することには変りが
ないであろうが，機能の分化は起こりうることである。
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　4.金融自由化と個人金融
　（1）金融自由化とリテール・バンキング
　金融自由化は，金融機関の経営戦略にも大きな変化をもたらしている。
これは，低成長経済という実体面での変化が大きいとはいえ，金融自由化
により企業の資金調達・資金運用が変貌し，それがまた自由化を促進する
という形で進行している。とくに，従来大企業を業務の主たる対象として
いた都市銀行が，いわゆるホールセール・バンキング(wholesale banking)
からリテール・バンキング(retail banking)へと戦略を転換している。
　従来，個人金融部門は審査費用が大きく，事務量も多くて，小口取引で
あるのでコjスト高であるとされ，ホールセール・バンキングを主たる業務
とする都市銀行にとってとても収益部門としては考えられなかったのであ
る。ところが，昭和53年に三和銀行が預金引出しと同様，キャッシュ・デ
ィスペンサーで手軽に借入のできるカードローンを開発・販売したのを契
機に，消費者金融が都市銀行の戦略となった。しかし，小口貸出，リテー
ル・バンキングのノウハウの蓄積が不十分で，不良債権が増加したため，
55年ごろには下火となり，サラ金業者貸付の増大が社会問題化した。この
反省を踏まえ，50年代後半からはリテール・バンキングの中心として，消
費者金融がクローズ・アップされ，新たな推進基盤の整備と体制作りが行
われた。表２は個人向け貸出残高をみたものであるが，都市銀行の50年の
個人向け貸出は総貸出残高の5.7%だったが，60年に10.3％に増大した。
　（2）何故個人金融重視か
　銀行にとって，法人部門は収益低下部門である上に，金融自由化の進展
の中で，企業ニーズは多様化し，取引先獲得競争が激化し，ドラスティッ
クな戦略の展開が迫られるが，いずれコスト・アップ要因であり，これに
耐えうる体力をつけるには別の戦略が必要となる。その第一が，市場の成
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（表２）金融機関の個人向け貸出残高の推移
－268（25）－
低金利だが59年当時，消費者金融のプライムレートは20％といわれ，計上利益は５
％超といわれた）。つまり，収益源との認識である。
　第二は，個人の借入ニーズのへ対応すること（個人の借入の特性は，利用
可能性・利便性・条件面の弾力性・金利・手続きの簡便性であるといわれる。）
　そして，第三で，最大の眼目は，顧客のメイン化，定着化である。いう
までもなく，預金が歩留れば貸出の実効金利は高まるからである。個人が
家計取引のメインバンクを選択するのは，給与振込，財形貯蓄，住宅ロー
ン，店舗までの距離などであるが，銀行からすれば預金取引のみでは，顧
客の都合でいつ解約されるかもしれず，安定した取引とはいえない。しか
し，何かのローンがついた取引であれば，ローンの完済まではすくなくと
もー返済用の口座の開設などにより，取引が継続され，安定した取引とな
る。とくに，住宅ローンのように長期のものであれば，尚更である。個人
との住宅ローン取引を行えば，給与振込，財形貯蓄などを取込め，家計と
の安定した総合取引ができるようになる。
　このため，銀行は不特定多数を相手にするマスセールス，大量かつ定型
的事務処理，リスクの経費化などにより，個人取引を商品化したのである。
組織的には，本部組織での個人取引用の市場別組織の設立・販売企画の重
視・事務の集中化・保証会社の体制強化などを行い，営業店では消費者ロ
ーン専担者の配置・窓口でのカードローンの販売・一定金額以下の担当役
席者への委譲などである。商品的には，大型・簡便なカードローン，目的
型ローン（自動車，教育，増改築など）が開発された。　また，リスク管理と
して個人情報の整備が行われた。
　とくに，住宅ローンはもっとも重要な戦略商品となりつつある。これは，
住宅ローン以外の消費者ローンは意外に焦げっき事故が多いことによる
　（ある銀行の例では，住宅ローン以外の消費者ｇ－ンの事故率は25％にもなるとい
う）。これは，低金利時代になり，長期プライムレート近辺による貸出は
とても期待できず，長期プライムレートで貸し出せる住宅ローンは高収益
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源であることによる。さらに，家計取引の総合化・メイン化により実効金
利が高まることによる。
　最近の住宅ローンは，担保余力さえあれば，住宅資金のみに充当せず多
目的に利用できるタイプのものも登場している（表３）。すなわち，住宅ロ
ーンの契約時にカードローンの契約も行い，住宅に根抵当を付けて，担保
余力の範囲内でカードローンが利用できるようにしたものである。住宅ロ
ーンの残高が減れば，当然カードローンの利用可能額は大きくなる。カー
ドローンの金利も住宅ロ一ン金利よりは高いものの，今までのものに比べ
れば，相当安い。このように，住宅ローンを挺子に家計取引を取込み，メ
インバンクとなることにより，いわば「ホームドクター的金融」を行う戦
略が採られている。銀行も「ゆりかごから墓場」までの時代になったので
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ある。
　郵便貯金の自主運用は，現状では限定的なものであるが，金融自由化が
ホールセール業務とリテール業務に分化した対応を迫る中で, 3.(1)で述べ
たように，個人分野を対象にした展開も検討課題である。その際には，こ
のような個人金融分野の変化を十分に念頭に置くべきであろう。
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